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局，教育に対する苛立ちは，「そういうふうにできている」という諦めに帰着せざるをえない2。   
本稿の関心は，空振りつづきの教育改革の犯人さがしをすることではなく，いっから教育政策  
をめぐる状況が「そういうふうにでき」てしまったのかという，ミステリーの出発点を探訪する  
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年の間それ以前の状態に戻る傾向を見せないのである。（図表1）   
では，なぜ“教育改革体制”の  
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界」として理解される方が相応しいのではないだろうか5。   
「教育界」は，教育をめぐる多元的権力の政策上，政治上の相互関係と変化を理解するために  
準備された概念である。本稿においては，“教育改革体制”のイデオロギー的性格をとらえる立  
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いた。」8   
4年にもわたる検討期問の長さと，数々の提言にもかかわらず実現されたのは，教員政策に関  
する部分のみであり，政策上のインパクトの弱さからそれはど顧みられることがなかった答申で  
ある。   
しかし，この昭和46年中教審答申（以下，46答申）は，以下の点で政治的な画期点であったこ  
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することが可能であったといえる。   
さらに財界も，46答申を補完し，文部省主導による“教育改革”に「吟味・検討」を促す形で，  







だが“教育改革体制”は，その浸透にも  自民党  社会党  
デモクラシー  かかわらず政策的な戦略性が見えないとい  












図表2 「教育界」保革対立の従来的構図  
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といえる16。   
社会党，日教組もそれぞれ「憲法および教育基本法の精神とここに明記されている国民の権利  
を事実上否定する危険性」17，「思想統制」，「日本独占が要求する人づくり政策にさえもなじまな  
い前近代的な精神主義に満ち満ちている」18といった反対声明を発表する。   
興味深いのは，文部省の態度である。文部省は「期待される人間像」に限っては熱意ある姿勢  
を取らず，「関係行政機関あてに参考資料として送付するとともに，教育関係団体等に対しては，  
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文部省の定期的刊行物等を通じて，その主旨徹底をはかる」というきわめて形式的な対応にとど  
まったのである1g。このことから，文部省は政権党の決定を政策遂行するだけの存在といえ，こ  
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実化」論の一種としての側面がある。   
ここでは，それぞれのアクターがとった「現実化」行動が，新たなイデオロギー軸を発生さた  
ことを検証しておく。（図表4）   
ここで注目する昭和40年代後半の争点は次の通りである。  
⑤「新しい産業社会における人間形成」（昭和47年） ⑦人材確保法案（昭和48，49年）  
⑥学習指導要領運営方針（昭和47年）  ⑧「教師＝聖職」論争（昭和49年）   
昭和40年代後半におけるイデオロギー構造の変化は，“それまでの保革対立に対抗するアンチ・  
イデオロギーの出現に特徴づけられる。   
この変化を最も自覚的に遂げたのは，財界であった。⑥の「新しい産業社会における人間形成」  
とは昭和47年に日本経済調査協議会が発表した「わが国教育改革」の理念と具休案に関する報告  






に，随所に保革イデオロギーからの“中立”を匂わせる表現が随所に登場する。   
たしかに，この報告書に見られる財界の態度は，それまでの単純な能力主義から抜け出し，個  
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デモクラシー   




















るのである。   
こうした文部省の動きは，従来の「教育の統制」に頑なにこだわる姿勢から，緩やかな転換を  
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優先し教育実践の拡充を重視する「指導徹底」の発想に結び付く。   
これは，スト路線中心の「運動の理論」に対し，アンチ・イデオロギーを保護者へのサービス  
の充実として見出す点において，政治イデオロギーではなく，教育イデオロギーとしての性格を  





















ギーへの志向性を持っ点において，46答申の革新側における鏡像であるといえる。   
“教育改革体制”のイデオロギー限定的な性格は，“教育改革”そのものを思考の単位とする  
ことで，そこに必然的に生じる政治レベルの課題と，教育レベルの理念との無秩序な共存を可能  
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からである。   
「そういうふうになっている」というあきらめに行きつかざるをえないのは，「教育界」を  
‘教育改革体制カが席巻してしまっており，それを外側から眺めることすら困難になっているか  
らなのだろう。   
本稿では教育（政策）とは「そういうふうになっている」から仕方ない，という諦観にどう対  
応するべきか，という課題にまでは迫ることはできなかった。   
また，“教育改革体制”のイデオロギー構造上の位置付けにその作業の主眼を置いたために，  
文部省内の変化や日教組といった制度・組織面での“教育改革体制”の実証に紙幅を裂くことが  
できなかった。これらについては稿をあらためて述べることとしたい。   
また，今後の課題としては昭和50年代以降の“教育改革体制”の混迷を，今回の分析と連続さ  
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